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    令和８年度大阪府私立幼稚園等キンダーカウンセラー事業補助金に係る 

事業計画書等の提出について（依頼） 

 

 

 標記補助金について、申請を予定する園は下記要領により事業計画書等をご提出ください。 

 

 

記 

 

 

１． 提出書類 

（１） 事業計画書等の送付状（様式１） 

（２） 補助対象経費内訳書（別紙１） 

（３） 事業年間実施計画（別紙２） 

（４） 実施日や開設時間等が明記された保護者や地域へ事業実施を周知するチラシ等 

（５） カウンセラーの氏名、資格、資格取得年月、資格有効期間が確認できる資料 

（６） 事業実施を周知するホームページを印刷したもの、又は事業案内看板（案内紙の園外掲示を含む）

の写真 

 ※（４）（５）（６）については必ずＡ４サイズとしたものをご提出ください。 

 ※（４）については、事業計画書に記載されているすべての日程について、周知していることがわかる

チラシをご提出いただく必要があります。事業計画書の提出時点で作成されていないチラシについて

は、交付申請書の提出時などに追加でご提出ください。 

 ※（６）について、看板の写真を提出する場合は、キンダーカウンセラーに関する案内が掲載されてい

ることがわかる写真をご提出ください。 

 

２．提出期日等  令和８年９月４日（金） 

         下記 URL よりデータをご提出ください。 

 



３． 提出先 

【提出 URL】 

https://lgpos.task-asp.net/cu/270008/ea/residents/procedures/apply/252ef1d1-488a-46fb-abf3-30e854

23828b/start 

 

４． 問い合わせ先 

大阪府教育庁私学課 幼稚園振興グループ 北村 

  電話番号 06-6210-9273 

  メールアドレス shigakudaigaku-g02@sbox.pref.osaka.lg.jp 

 

５. 対象園 ・私学助成の交付を受ける私立幼稚園 

  ・施設型給付の交付を受ける学校法人立の私立幼稚園及び認定こども園のうち、平成 26 

年度大阪府私立幼稚園キンダーカウンセラー事業補助金の交付を受けた園（ただし、

地域子育て支援拠点事業や公定価格上の子育て支援活動費の対象とした場合を除く。

詳細は下記留意事項を参照）。 

 

 

６．要件等   交付要綱及び別紙の補助対象基準に記載していますので必ず確認してください。 

 

 

＜留意事項＞ 

認定こども園の公定価格基本分単価には、子育て支援活動費が含まれています。本補助との

重複はできませんのでご留意ください。 

 

（事例Ａ） 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則（以下

「施行規則」とする）第２条に定める子育て支援事業として、キンダーカウンセラー事業の

みを実施している場合。 

⇒ 公定価格基本分単価がキンダーカウンセラー事業に充当されるため、本補助金へ申請す

ることはできません。 

  

（事例Ｂ） 

  施行規則第２条に定める子育て支援事業として、キンダーカウンセラー事業以外にも実施

している場合。 

⇒ 公定価格基本分単価はキンダーカウンセラー事業以外の事業に充当されるため、本補助

金へ申請することができます。 

https://lgpos.task-asp.net/cu/270008/ea/residents/procedures/apply/252ef1d1-488a-46fb-abf3-30e85423828b/start
https://lgpos.task-asp.net/cu/270008/ea/residents/procedures/apply/252ef1d1-488a-46fb-abf3-30e85423828b/start
mailto:shigakudaigaku-g02@sbox.pref.osaka.lg.jp


７．本補助金を受けるにあたっての注意事項 

 今回カウンセリングおよび教職員向け研修の実施予定日について計画書をご提出いただきますが、

事業計画書提出後、何らかの事情で予定されていた日にカウンセリングや研修が実施できなくなった

場合、必ず代替日を設定し、カウンセリングや研修を実施いただきますようお願いいたします。 

その際、通常の予定日同様、カウンセリングについては１日６時間以上、研修については１回１時

間以上実施することが求められますので、ご注意ください。 

また、代替日にカウンセリングを実施される場合、地域の保護者あて周知をお忘れなきようお願い

いたします。（周知されていない場合、代替日にカウンセリングを実施したとしても回数に含めるこ

とができません。） 

事業計画書の提出時点より実施日が変更となった場合、必ず交付申請書や実績報告書を作成する際

に実施日を修正したうえでご提出ください。 

 


